
施策構成事務事業評価一覧表
1801 道路網の整備

【事業類型】 【事業概要シート作成有無】 妥当性（市の関与）
1 職員人件費のみの事業 ａ…市が実施することが妥当である
2 国の法令に基づいて実施する事務（生活保護、賦課徴収事務、年金事務、戸籍・住基台帳事務、 ｂ…見直す余地がある

選挙事務、広域組合の負担金などの市の裁量が及ばない事務） ｃ…市が実施する緊急性が認められない
3 負担金のみの事業（イベント等の実行委員会への負担金を除く） 有効性（施策貢献度）
4 組織や職員を管理するための内部事務管理事務（財務事務、人事管理事務、企画事務、議会 ａ…施策への貢献度が高い

事務など） ｂ…施策への貢献度が著しく高いとはいえない
5 施設の維持管理費のみの事業（高熱水費や法定の保守点検委託料など。施設の修繕料） ｃ…成果の向上が見込まれない
6 施設を維持管理するための運営業務（施設やそれに付随する車両等の運転業務委託、公園などの 効率性（コスト）

管理業務、清掃委託） ａ…コストを見直す余地がない
7 課内事務を行う上で必要となる事務的経費のみで構成される事業（条例委員の報酬、旅費、需要 ｂ…検討する余地がある

費、役務費のみで構成） 総合評価
8 団体等への負担金及び補助金が予算の大半を占めるもの・・・補助金は、補助金要綱及び補助金 Ａ…計画通りに事業を進めることが適当

等のあり方に関するガイドラインにおいて精査されている。 Ｂ…事業の進め方の改善検討
9 ハード事業で、中長期の年度計画（事業費含む）を策定し認められた事業 Ｃ…事業規模・内容又は実施主体の見直しの検討
10 ハード事業1,000万円未満、ソフト事業100万未満（事業類型1～9以外） Ｄ…事業の抜本的見直し、休・廃止の検討

11 ハード事業1,000万円以上、ソフト事業100万円以上（事業類型1～9以外）
事業費は当初・繰越・補正予算の合計額

担当課 R1 R2
課長 H30 R1 R2 H30 R1

担当者 開始 終了 ｼｰﾄ 決算 予算 見込 決算 予算

児玉　隆行

金原　剛蔵

田中　祐二

石内　耐治

田中　祐二

森　経一

田中　祐二

舛田　和耶

田中　祐二

林田　賢一

田中　祐二

一ノ間　博

田中　祐二

後田　悟

田中　祐二

山本　雅喜

現状維持

現状維持

現状維持

施策名

48 49

総合評価

余地なし 事業推進

1
国道３４号等拡幅整備
促進事業

　市、市議会、商工会議所等の12団体を会員として、「国道
３４号等大村市内幹線道路整備促進期成会」を組織する。会
員からの負担金を拠出し、県及び国土交通省に対し、市内幹
線道路の整備促進・早期完成について要望活動を実施する。
　特に、国道34号大村-諫早間は４車線化への事業を強力に
推進するため、大村・諫早両市、15団体で「国道34号大村・
諫早間整備促進期成会」を組織する。両市で負担金を拠出
し、国土交通省に対し、官民一体となって強力な要望活動を
実施する。

根拠法令
要綱等 事業の方向性

現状維持

現状維持

現状維持

現状維持

現状維持

主な指標

事業
類型 単位

2,9342,371

a a

H30

計画 計画
NO 事業名

計画 実績

事業費（千円） 人件費（千円）

事業内容

橋梁点検数

6

無

橋数 60 61

a A

43,012 43,368 92,870 3,272

10

無

国道34号進捗率
（事業費ベー
ス）H30以降は大
村～諫早間追加

％ 48 48

妥当 貢献度高

5,9433,369 6,843

a A

妥当性 有効性 効率性

15 19

余地なし 事業推進

4,150

3 市道維持管理事業

市道889路線、総延長539Kmの維持・管理を
行う為、側溝・路面の修繕・補修、街路管
理業務・雑草刈り取りや、市道区域内の民
有地測量・分筆を委託で行い、専門嘱託員2
名をおいて道路のパトロールや分筆された
土地の所有権移転登記を行っている。

6

無

側溝・路面の修
繕補修件数

件 250 264

a A

222,727 179,511 252,757 39,666 300 300

2 橋りょう維持管理事業

橋りょう点検（近接目視）　市道橋　N=301
橋

橋梁長寿命化修繕計画に基づく修繕工事
N=30橋

余地なし 事業推進

40,963

4 歩道段差解消事業

旧基準で整備されている歩道で、交差点部
における車道との段差を解消する。 a a

10

無

歩道段差解消か
所

か所 4 4

a A

1,000 1,000 1,000 800平成17年度 4 4

妥当 貢献度高 余地なし 事業推進

830

5
法定外公共物維持管理
事業

法定外公共物の維持管理は、利用者である
地域住民で行なうことを原則としており、
原材料支給を行う。また災害時の崩落など
危険な状態が発生し、緊急を要する箇所に
ついては市が必要な措置を行う。

5

無

修繕か所数及び
原材料支給か所
数

か所 24 21

a A

5,477 4,268 10,862 6,791 24 24

余地なし 事業推進

7,971平成16年度

大村市法定外公共物
管理条例

平成27年度 95 100

妥当 貢献度高 余地なし 事業推進

8,0556 乾馬場空港線整備事業

全体計画

歩道改良
延長L=１，２４０ｍ
歩道幅員Ｗ＝３．５ｍ×２（左右）

a a
9

無

歩道の整備率
（歩道完成延
長）

％ 91 87

a A

121,102 17,174 81,870 11,330令和2年度

7
竹松駅前原口線整備事
業

全体計画
道路改築　　延長Ｌ＝６００ｍ
　　　　　　幅員Ｗ＝１６ｍ
　　　　　　用地取得　Ａ＝６,６４２㎡
　　　　　　建物補償　Ｎ＝１９件

a a
9

無

道路の整備率
（事業費ベー
ス）

％ 36 36

a A

125,647 121,354 182,476 1,155令和5年度 50 62

妥当 貢献度高 余地なし 事業推進

4,678

8
道路新設改良県営事業
（負担金）

市内の国道４４４号や主要地方道、一般県道の拡幅改良について、投
資効果のある路線から重点的に行い、快適で効率的な都市基盤の形成
を図る。
対象路線
一般国道４４４号
主要地方道（大村嬉野線、大村停車場線、大村貝津線、長崎空港線）
一般県道（松原停車場線、竹松停車場線、多良岳大村線）

a a
3

無

道路の整備率
（道路改良延
長）

％ 86 86

a A

7,166 5,550 1,800 519 86 86

妥当 貢献度高 余地なし 事業推進

394

平成22年度

事業期間

都市計画課

道路課

道路課

道路課

道路課

道路課

道路課

道路課

平成26年度

道路法

道路法

新
規
・
拡
充
・
そ
の
他
の
見
直
し

事
業
概
要
シ
ー
ト
作
成

【
必
要
】

事
業
概
要
シ
ー
ト
作
成

【
不
要
】

ＹＥＳ

ＮＯ



1801 道路網の整備

【事業類型】 【事業概要シート作成有無】 妥当性（市の関与）
1 職員人件費のみの事業 ａ…市が実施することが妥当である
2 国の法令に基づいて実施する事務（生活保護、賦課徴収事務、年金事務、戸籍・住基台帳事務、 ｂ…見直す余地がある

選挙事務、広域組合の負担金などの市の裁量が及ばない事務） ｃ…市が実施する緊急性が認められない
3 負担金のみの事業（イベント等の実行委員会への負担金を除く） 有効性（施策貢献度）
4 組織や職員を管理するための内部事務管理事務（財務事務、人事管理事務、企画事務、議会 ａ…施策への貢献度が高い

事務など） ｂ…施策への貢献度が著しく高いとはいえない
5 施設の維持管理費のみの事業（高熱水費や法定の保守点検委託料など。施設の修繕料） ｃ…成果の向上が見込まれない
6 施設を維持管理するための運営業務（施設やそれに付随する車両等の運転業務委託、公園などの 効率性（コスト）

管理業務、清掃委託） ａ…コストを見直す余地がない
7 課内事務を行う上で必要となる事務的経費のみで構成される事業（条例委員の報酬、旅費、需要 ｂ…検討する余地がある

費、役務費のみで構成） 総合評価
8 団体等への負担金及び補助金が予算の大半を占めるもの・・・補助金は、補助金要綱及び補助金 Ａ…計画通りに事業を進めることが適当

等のあり方に関するガイドラインにおいて精査されている。 Ｂ…事業の進め方の改善検討
9 ハード事業で、中長期の年度計画（事業費含む）を策定し認められた事業 Ｃ…事業規模・内容又は実施主体の見直しの検討
10 ハード事業1,000万円未満、ソフト事業100万未満（事業類型1～9以外） Ｄ…事業の抜本的見直し、休・廃止の検討

11 ハード事業1,000万円以上、ソフト事業100万円以上（事業類型1～9以外）
事業費は当初・繰越・補正予算の合計額

担当課 R1 R2
課長 H30 R1 R2 H30 R1

担当者 開始 終了 ｼｰﾄ 決算 予算 見込 決算 予算

施策名

総合評価
根拠法令
要綱等

事業の方向性主な指標

事業
類型 単位

H30

計画 計画
NO 事業名

計画 実績

事業費（千円） 人件費（千円）

事業内容 妥当性 有効性 効率性
事業期間

新
規
・
拡
充
・
そ
の
他
の
見
直
し

事
業
概
要
シ
ー
ト
作
成

【
必
要
】

事
業
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ト
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成

【
不
要
】

ＹＥＳ

ＮＯ

田中　祐二

山本　雅喜

田中　祐二

山本　雅喜

児玉　隆行

金原　剛蔵

現状維持

現状維持

現状維持

a a b
11

有

68 68 68

B

120,539 121,970 165,574 22,113 31,681

市内全域に存在する市道の内、部分的に狭い箇
所や車の離合が出来ない狭い道路の局部改良及
び拡幅改良を行い道路の構造改善を実施する。
市道線他４８箇所　　全体延長　　Ｌ＝１６．
８㎞
市内一円　拡幅改良、局部改良及び舗装補修

69

妥当 貢献度高 余地あり 改善検討

市道整備率
（道路改良延
長）

％

10
池田沖田線県営負担金
事業

a a a
3

無

81 79 88

A

53,634 56,000 72,000 519 394 95

妥当 貢献度高 余地なし 事業推進

道路の整備率
（事業費ベー
ス）

％

9 道路新設改良事業

a a a
6

無

80 80 80

A

0 3,730 9,444 0 4,541

（小路口工区）
　全体計画
　道路改築 延長 Ｌ＝1,440m 幅員 Ｗ＝28m
　用地補償 面積 Ａ＝39,061㎡ 家屋補償 Ｎ＝69棟
（竹松工区）
　全体計画
　道路改築 延長 Ｌ＝1,970m 幅員 Ｗ＝20m
　用地補償 面積 Ａ＝40,991㎡ 家屋補償 Ｎ＝65棟
平成22年度に都市計画道路の見直しを行い、優先順位
に基づき道路整備を進めてきたが、長い期間が経過し
ているにもかかわらず着手の見通しが立っていない道
路を存在する。このため、見直し検討後１０年が経過
し、整備の見通しの立たない路線や、新規路線の検討
など、これからの都市基盤の整備に必要な路線の検討
を行うもの。

平成20年度 令和3年度

平成31年度 80

妥当 貢献度高 余地なし 事業推進

都市計画道路未
着手率

％

0 0 0 0 0

11
都市計画道路見直し事
業

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

道路課

道路課

都市計画課

令和3年度

都市計画法
都市計画運用指針


